
   

 

参考資料１ 

国土利用計画法の体系と岩手県国土利用計画審議会の所掌事務 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 審議会設置に係る国土利用計画法の規定 

第 38 条 この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮

問に応じ、当該都道府県の区域における国土の利用に関する基本的な事項及び土地利用に関し重要な

事項を調査審議するため、都道府県に、これらの事項の調査審議に関する審議会その他の合議制の機

関（次項において「審議会等」という。）を置く。 

２ 審議会等の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

市 町 村 計 画 

個

別

規

制

法 

・都市計画法 

・農業振興地域の整備に

関する法律 

・森 林 法 

・自然公園法 

・自然環境保全法 

・そ の 他 

土地取引の規制 

遊 休 土 地 に 

関 す る 措 置 

土 地 利 用 

基 本 計 画 

五
地
域
区
分 

1 都 市 地 域 

2 農 業 地 域 

3 森 林 地 域 

4 自然公園地域 

5 自然保全地域 

土地利用の調整等に関する事項 

要  ・投機的土地取引の相当範囲にわたる集中

またはそのおそれ 

件  ・地価の急激な上昇またはそのおそれ 

 

因 

規制区域制度（許可制） 

許可制 

利 用 

処 分 

計 画 

の 届 

出 

 

 

助 言 

勧 告 

 

 

買 収 

協 議 

土地利

用計画

決定等

の利用

促進措

置 

対   

象  ・知事が規則で定める面積以上 

面   

積  （地価の急激な上昇またはそのおそれ）       

監視区域制度（事前届出制） 

対  1 市 街 化 区 域 2 , 0 0 0 ㎡以上 

象  2 その他の都市計画区域 5 , 0 0 0 ㎡以上 

面  3 都市計画区域外 10,000 ㎡ 以上 

積         

事後届出制度（下記の３区域以外） 

利用目的

の審査 

利用目的

価格審査 

不勧告 

 

助 言 

 

勧 告 

許 可 

 

不許可 

対  1 市 街 化 区 域 2 , 0 0 0 ㎡以上 

象  2 その他の都市計画区域 5 , 0 0 0 ㎡以上 

面  3 都市計画区域外 10,000 ㎡ 以上 

積  （地価の相当程度を超えた上昇またはその

おそれ） 

注視区域制度（事前届出制） 

要  ・一定の面積以上 

・届出に係る土地で取得後２年経過 

   ・未利用・低利用 

件  ・利用を特に促進する必要 

 

遊休土地である旨の通知 

国土利用計画 

国
土
利
用
計
画
法
体
系 

全 国 計 画 都道府県計画 

土地取引動向

の 監 視 

土地利用の規制 

利用目的

価格審査 

勧 告 

 

不勧告 

公

 

表 

土
地
利
用
審
査
会 

公

 

表 

国土利用計画審議会（※） 

知事の助言・勧告に係る意見 策定・変更する場合の意見 

策定・変更する 

場合の意見 



○岩手県国土利用計画審議会条例 

(昭和49年 10月 15日条例第34号) 

 

[改正] 昭和50年12月 23日条例第39号、平成９年３月27日条例第63号、11年12月 17日条例第80号、12年12月 18日条例第72号、

13年７月９日条例第57号 

 

 岩手県国土利用計画地方審議会条例をここに公布する。 

   岩手県国土利用計画審議会条例 

 題名改正[平成11年条例80号] 

 （設置） 

第1条 国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）第 38 条第 2 項の規定により、岩手県国土利用計画審議

会（以下「審議会」という。）を置く。 

 全部改正[平成11年条例80号] 

 （組織） 

第２条 審議会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事が任命する。 

一部改正[平成13年条例57号] 

（任期） 

第３条 委員の任期は、3年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は､前任者の残任期

間とする。 

 （会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により、これを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 会長に事故があるとき､又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 （臨時委員） 

第５条 審議会に、特別の事項を調査審議させるため、臨時委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事が任命する。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 （会議） 

第６条 審議会は、知事が招集する。 

２ 審議会は､委員及び議事に関係ある臨時委員の総数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

３ 審議会の議事は､出席した委員及び議事に関係ある臨時委員の総数の過半数で決し､可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

 （特別委員会） 

第７条 審議会に､特別委員会を置くことができる。 

２ 特別委員会は、会長の指名する委員及び臨時委員をもって組織する。 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は､環境生活部において処理する。 

 一部改正[昭和50年条例39号・平成９年63号・12年 72号] 

 （補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は､会長が審議会に諮って定める。 

   附 則   以下略 
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岩手県国土利用計画審議会運営規程 
 

                              （昭和50年 2月17日施行） 
                                                     (平成12年 3月27日一部改正) 
 
 （趣旨） 
第１条 この規程は、岩手県国土利用計画審議会条例（昭和49年岩手県条例第34号。以下 
  「条例」という。) 第９条の規定により、岩手県国土利用計画審議会（以下「審議会」 
  という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （審議会の招集） 
第２条 審議会の招集は、開催日時、開催場所及び付議事項を委員に通知して行うものと 
 する。 
 （特別委員会） 
第３条 特別委員会に委員長を置き、委員及び臨時委員の互選により、これを定めるもの 
 とする。 
２ 委員長は、特別委員会の事務を掌理し、会議の議長となるものとする。 
３ 委員長に事故のあるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委 
 員がその職務を代理するものとする。 
４ 特別委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の総数の半数以上の出席により会 
 議を開くものとする。 
５ 特別委員会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、 
 可否同数のときは議長の決するところによるものとする。 
６ 委員長は、特別委員会の調査審議が終了したときは、その結果を次の審議会において 
 報告するものとする。 
 （関係職員の出席） 
第４条 会長は、必要と認めるときは、関係職員に会議に出席を求めて説明させることが 
 できるものとする。 
 （会議録） 
第５条 審議会の議事については、会議録を調製し、会議の概要を記載しておくものとす 
 る。 
２ 会議録には、そのつど会長の指名する委員２名が署名しなければならないものとする。 
  
   附 則 
 この規程は、昭和50年２月17日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、平成12年４月１日から施行する。 

       
 

参考資料３ 


